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子ども食堂での体験の多様性
──おうち食堂・無料食堂・未来食堂等の支援とともに──

林 淑 美

子ども食堂の始まり

「子ども食堂」という名称の食堂の始まりは 2012年東京都大田区蓮沼にて産直野菜を扱う青果

店「気まぐれ八百屋だんだん」であるとされている。店主の近藤博子さんは歯科衛生士としての

仕事を辞め、「自分の仕事と食の分野をつなげたい」との思いもあったことから 2008年に人に頼

まれて産直野菜の配達を始めた。その翌年、《だんだん》のスペースを利用して子どもたちを集

めて土曜日に 500円で先生が勉強を教える「ワンコイン寺子屋」が始まった。それをきっかけ

に、大人の学び直しもしたいという話になり、講座やイベントを募集すると、1か月の開催スケ

ジュールが次々と埋まっていった。2010年に店の常連客であった地元の小学校の副校長先生か

ら、家庭の事情で 1日の食事をバナナ 1本だけですませている子どもがおり、副校長先生が作っ

たおにぎりをもたせるなどしているが、なかなか支えきれないという話を聞き、近藤さんは大変

衝撃を受けた。それは学校の先生ではなく、私たち地域がする仕事ではないだろうかという思い

はあったが、何をどうすれば良いのかわからず、その後 1年半ほど過ぎた頃にその子が児童養護

施設に移っていったことを聞いた。「食べることができたからといって、問題が解決するとは思

っていません。（中略）とにかくなにかを始めて続けていれば、同じような子どもは来てくれる。

本当に見切り発車でした。」と近藤さんは語った。2012年ついに子ども食堂の活動が開始し

た1）。このように子ども食堂は最初から食堂として始まったわけではなく、子どもの学習支援、

大人の学び直しなどの地域の要望に応えるごとに新たに浮かび上がってきた問題に果敢に立ち向

かったボランティア活動であった。学区域にこんな場所が 1つあればいい、と近藤さんは思う。

きっかけは子どもだったが、続けていくうちに一人暮らしの高齢者や若者、子育て中のお母さん

など、人との触れ合いや、安心してごはんを食べられる場所を欲していることがよくわかった。

「基本は、昔、近所の人が『お母さんおそいんだったら、うちに食べにおいでよ』という感覚の

つきあいのある社会になればいい」2）という願いであった。その後子ども食堂は全国に広がり、

新聞社の調査で 2016年 5月には 319カ所、2018年 4月には 2286カ所が全国で確認され、2年で

7倍に増加したことが報じられた3）。その間、地域型・全国横断型の子ども食堂サミット等が各

地で開催され、各子ども食堂の実施状況の報告、開設方法や運営にあたっての相談などの情報の
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提供や交換が行われてきた。

子ども食堂に関する関連省庁の対応

農林水産省はホームページ「子供食堂と連携した地域における食育の推進」を開設している。

なお本稿においては「子ども食堂」と「子供食堂」は同義であり、表記は出典に従う。同ホーム

ページでは、食育の推進という観点から見ると、子供食堂の活動は様々であるが、親子で参加す

る場合も含め、（a）子供にとっての貴重な共食の機会の確保、（b）地域コミュニティの中での子

供の居場所を提供等に積極的な意義が認められるとしている。また地域と子供食堂の連携の必要

性について地方自治体は、地域住民、関係機関、関係団体・NPO 法人等と連携して、地域にお

ける食育を推進する役割を担っており、子供食堂を、そうした連携先の一つとして位置づけ、連

携を深める中で、子供食堂の取組に地域ぐるみで協力し、子供食堂の活動遂行に役立つような環

境整備を行うことが期待されるとしているが、国や地方自治体は、子供食堂の多くが民間の

NPO や個人の善意に基づき、発足、運営されていることに十分留意し、子供食堂の自主的・自

発的な取組を最大限尊重し、個人や NPO の善意で行われている子供食堂の活動の趣旨を理解す

ることが必要であることとした4）。この理解により「2000年に介護福祉制度が始まったことで、

それまで地域で取り組まれていたボランティア活動が制度に取り込まれるということがあったよ

うに、『官製子ども食堂』が誕生するようになると、近藤さんが大切にしているような子ども食

堂の理念が失われてしまわないか」5）等の不安が取り除かれ、「子ども食堂の特徴として近所の人

がやっていることの良さが出ると一番良い」6）等の願いが実現されることが望まれる。

さらに同省はホームページを通じた情報の発信について、現時点において把握している情報を

掲載しており、今後情報の発信を強化していくため、随時情報を追加していくこととしている。

それらの情報のひとつとして 2018年 4月に「多様な暮らしに対応した共食の機会を提供する取

組として、全国において『子供食堂』が増加していること等を踏まえ、有識者からなる委員会を

開催し、アンケート調査及びヒアリング調査を実施して『子供食堂と地域が連携して進める食育

活動事例集』〔以下事例集と略す〕を作成いたしました。」6）と報じ、その概要は「事例集は、子

供食堂が抱える課題の解決や食育の取組（共食の機会の提供、食文化の継承等）の充実に向け

て、子供食堂の取組に関心を持ち支援を考えている行政・団体関係者や地域の方々に活用してい

ただくため作成したものです。」7）と記している。

2016年に食育推進会議で決定された第 3次食育推進基本計画の重点課題のひとつとして多様

な暮らしに対応した食育の推進が掲げられており、その中で家庭生活の状況が多様化する中で家

庭や個人の努力のみでは、健全な食生活の実践につなげていくことが困難な状況も見受けられる

ことをふまえ、地域や関係団体の連携・協働を図りつつ、子供や高齢者を含む全ての国民が健全

で充実した食生活を実現できるよう、コミュニケーションや豊かな食体験つながる共食の機会の

提供等を行う食育を推進することを目指している8）。この重点課題をふまえて事例集の冒頭で、
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「子供食堂は、家庭における共食が難しい子供たちに対し、共食の機会を提供し、コミュニケー

ションや豊かな食体験を通じて、食の楽しさの実感を与えて精神的な豊かさをもたらしていると

考えられ、多様な暮らしに対応した食育を進める上で大きな意義を有している」、「子供食堂の中

には、共食の機会の提供に加え、調理のお手伝い等を通じて子供の経験を広げる、農業体験によ

り食に関する関心と理解を深める、季節の食材の利用や伝統料理の提供を通じて食文化の継承を

図るといった様々な食育に取り組んでいる子供食堂もあり、地域における食育の推進に力を発揮

している」9）と記している。事例集では子ども食堂を対象としたアンケート調査やヒアリングに

より、子供食堂の現状・課題、地域との連携状況をとりまとめるとともに、地域が子供食堂と連

携している具体的な事例を課題や食育の取組ごとに整理し、紹介しており、多世代の人々との共

食の機会や食育に関わる様々な体験の場が設けられていることが示されている。

子ども食堂の支援に関わる関係府省として厚生労働省は 2018年 6月に「子ども食堂の活動に

関する連携・協力の推進及び子ども食堂の運営上留意すべき事項の周知について」通知した10）。

その通知においては、子ども食堂の意義を確認しつつ、地域住民、福祉関係者及び教育関係者に

対し、子ども食堂の理解と協力を促すようお願いするとともに、子ども食堂における安全管理に

ついて留意すべき点を整理することとした。同じく関係府省として文部科学省は 2018年 7月に

「子ども食堂の活動に関する福祉部局との連携について」通知した11）。その内容は、学校、公民

館、青少年教育施設等の社会教育施設、PTA 及び地域学校協働本部や教育委員会等が実施する

学習・体験活動等の事業関係者を通じて、困難を抱える子供たちを含む様々な子供たちに地域の

子ども食堂の情報が行き届くよう、福祉部局との積極的な連携を図るとともに、厚生労働省の通

知の趣旨について、所管又は所轄の学校、地域の市町村教育委員会及び関係機関等へ周知の依頼

であった。このような通知内容の背景には、事例集に記されたアンケート調査結果において、子

ども食堂の運営や立ち上げにあたり感じている主要課題として「来て欲しい家庭の子供や親に来

てもらうことが難しい」、「学校・教育委員会の協力が得られない」、「行政の協力が得られな

い」、「相談窓口がない」などが挙げられていることと関わると考えられる。それらの課題解決の

ための具体的事例として「来て欲しい人や家庭」に来てもらうために「学校だよりや自治体の広

報誌などで子ども食堂の情報提供を行う」、「行政機関の子ども支援担当者が食の確保や地域への

つなぎを目的に、何らかの支援が必要な子供・若者を連れて参加する」、「保健師が子供食堂の参

加者として、気がかりな母子がいないかさりげなく見守る」、「民生委員や学校の先生が気がかり

な家庭の子供達にそっと声をかけて誘ってくれたり、連れてきたりすることもある」等の対策が

記されている。また「地域との連携」については「子ども食堂開設希望者が地域で連携する」、

「社会福祉協議会がパッケージとして支援を提供するのではなく、団体の力量を見ながら、必要

に応じて個別的にサポートをするという姿勢を心がけている」、「社会福祉協議会が開設や運営に

関するパンフレットを作成する」などが解決策として挙げられている。その中でも滋賀県社会福

祉協議会が事務局を勤める「滋賀の縁創造実践センター」は、中間支援組織を設け、県市、社会

福祉協議会、さらには民間企業と子ども食堂をつなぎ、県内に広く活動を行き届かせた例として
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取り上げられている。「一学校区にひとつの子ども食堂を」と願う子ども食堂支援者にとっては

参考となる事例と見られる。

「おうち食堂」と「KODOMO ご飯便」

子ども食堂の中には誰でも参加可能な子ども食堂の活動と同時に、深刻な環境で本当に支援が

必要な子どもと保護者のために、ゆっくり少人数で食卓を囲む会を別途開いている所もある12）

が、自治体が個別支援を行う例がある。東京都江戸川区には子ども食堂が 20カ所あるが、区が

2016年に実施した食に関するアンケートで、「周囲の目を気にして子ども食堂に行けない」とい

うケースを把握した。仕事を掛け持つことによる多忙さや保護者の病気や障がいなどの要因で食

事を準備することが困難な家庭の子どもに、子ども食堂に来てもらうだけでは支援が届かないと

いう状況から、そうした家庭まで支援の手をのばすために区女性児童課では独自に 2017年 8月

から子ども食堂に加えて「おうち食堂」や「KODOMO ご飯便」などの事業を食の支援として行

っている。食事支援ボランティア派遣事業として「～できたて食べてね～おうち食堂」とは、年

間 48回を上限に食の支援が必要な家庭に食事支援ボランティアが出向き、買い物から調理、片

付けまで行う事業である。自己負担はなく材料費も区が負担するが、利用にあたっては一定の審

査が必要である。保健師や学校などから食事情が心配な家庭の情報の提供を受け、区の職員が支

援内容を説明し、保護者の同意を得た後サービスを利用することができる。料理が得意な地域の

人が一定の研修を受けた後、メニューなどの希望を利用者から聞き取りながら料理を作る。ボラ

ンティアは料理を作るだけでなく、家事や育児等の生活の相談を受け、アドバイスを行うことも

ある。また食事配食サービス事業としての「KODOMO ごはん便」とは年間 48回を上限に食の

支援が必要な家庭に、区内の仕出し弁当組合に加入しているお弁当屋さんが手作り弁当を住民税

非課税の世帯に届ける事業である。長期休暇中や保護者の入院時などにも利用することができ、

自己負担 100円で 470円の弁当を配達する。複雑な事情を抱える家庭は、行政の相談員などが訪

問しても家に入れてもらえず、本音を聞けないケースが多い。また地域との関係が薄かったり、

多忙を極めていたりして、行政からの支援情報を知らない家庭も多い。食事の他にも問題を抱え

ている場合には、状況に応じて区職員らが同行して多角的な支援につなげている13～15）。

「無料食堂」および子ども向け「無料食堂」

奈良県で飲食店を経営する金子友則さんは 2018年 3月に豪雪被害のあった福井県民を対象に

料金を半額にすることを SNS で呼びかけ、支援した。同年 5月 4日には子どもだけでなく、大

人や高齢者の貧困なども問題視されていることに対し何らかの支援をしようと考え、「無料食堂」

を店内で始めた。更に同年 8月 10日には子ども向け「無料食堂」ポスターを作成し、利用した

い子どもが来店したら状況をできるだけ把握して県の児童相談所に電話し、対処法を相談するこ
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とを呼びかけた。同時に無料食堂の取り組みを始めようとする飲食店や無料食堂について取材を

依頼するメディアに対し問い合わせフォームをホームページ上で作成し、情報共有を行ってい

る16, 17）。

「未来食堂」～50分の手伝いで 1食無料～

誰でも 50分の手伝いで 1食が無料でもらえる“まかない”制度のある「未来食堂」では中学

生から 60代の方まで参加しており、「まかないさんありがとうの日」にはまかない経験者が集ま

り、飲食店の単なる来客者どうしであれば見られないような交流が生まれている。店主の小林せ

かいさんは 2015年 9月の開店の 3か月後に来客から子ども食堂の話を聞いたことがきっかけと

なり、未来食堂のコンセプト「誰もが受け入れられ、誰もがふさわしい場所」の“誰もが”には

当然子どもも入っているので、子ども食堂は未来食堂のコンセプトにも調和しそうであると思

い、未来食堂で子ども食堂を開いてもいいかもしれないと思いついた。しかし未来食堂は東京都

千代田区のオフィス街の立地であるため子どもがいないので、子ども食堂という枠を離れ、「誰

でも食べられる」方向に思考の軸がシフトし、金銭的に苦しい人を受け入れることをねらいとし

た。それと同時にまかないによって得られた“ただめし券”を知人に贈る人が時折現れるように

なったので、その券を店の壁に貼り出し、剥がした人にプレゼントすることができるしくみを作

った。ただめし券を使う人がどのような人か詳細不明であるが、服装から普通の学生またはサラ

リーマンであろうと推測された18）。

食堂活動での体験と生活の質の向上

子ども食堂の中には会員制となっている所もあるが、多くは子どもとその家族だけではなく、

高齢者、障がい者や外国籍をもつ人なども利用し、ボランティアには主婦経験者や大学生、場所

により民生児童委員、社会福祉協議会の職員、栄養士、看護師、社会福祉士、保育士、ひきこも

りの人などが参加し、多様な異世代間および地域内での交流の場となっている所も見受けられ

る。活動の主な担い手は地域住民であることが多く、必要であれば専門家に連絡する場合もあ

る。共食を行うことに伴い食育に関わる活動は多彩である。実例として、「旬の食材を通して季

節感を感じる」、「化学調味料不使用のビュッフェスタイルの料理を味わう」、「近隣住民が集まっ

て料理の先生の指導を受けながら人数分の夕食を作る」、「参加者全員が料理を作って食べて片付

ける」、「子どもがお菓子を作り大人をもてなす『大人食堂』を開く」、「子どもたちだけで夕食を

作る」、「レストランが会場の子ども食堂でプロの料理を味わう」、「子育て中の父親が年休をとっ

て買い出しと調理を行う」等の活動が行われていた。食育の他に独自の活動を取り入れている所

も多く、「学校の宿題」、「レクリエーション」、「無料または低額の学習支援」、「高齢者が遊び方

を教える」、「子どもの絵本作り」、「英語の歌を歌う」、「ご老人向けのデリバリー」、「買い物中の
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母親の子どもの預かり」、「カラオケ」、「無料ハンドマッサージ」、「季節の行事」19）等各々の子ど

も食堂の活動趣旨や個性が反映されていた。

日本で急速に広がった子ども食堂は、現在地域の食育の推進の一端を様々な方法で担うと同時

に、学校、職場や家庭の外での住民の交流の場や居場所のひとつとなっている。そこでは「子ど

もたちは自分の価値観や思い込みを解きほぐしていくということが起き、それは福祉の問題にと

どまらず、学校教育における定型的な学びとは異なるが不定型・非定型の学びである。」20）と阿比

留は記した。NPO 法人「フリースペースたまりば」では子ども食堂が全国展開する以前から子

どもたちが毎日昼食を協力して作って食べる活動をしており21）、それにより子どもの自己肯定感

を育む可能性が示唆された。アメリカ合衆国では補助的栄養支援プログラムとして通称フードス

タンプと呼ばれる食料費補助がクーポンを配給することにより行われている。子どもに対しては

無料の食事やおやつを提供し、遊びや宿題の場を提供するキッズ・カフェが存在する22）。イタリ

アでは、食べ残しや作ってから 1日経った料理を廃棄する高級食料品店やレストランと連絡し、

無料食堂を運営する団体に紹介し、生活困窮者への食事の支援を 2013年に行った23）。日本での

様々な食堂活動は、単に食事提供の活動にとどまらず、学習や多様な体験、生活の支援や応援を

も目指し、世代を超えて人が交流することに地域活動としての新しい特徴が見られる。食の支援

を始まりとして金銭や物質的支援に限定せず、相談に応じ、適切な情報を提供することが、制度

により拘束されることなく、支援されるべき人が漏れることのないように、個人や家庭、地域の

生活の質そのものを多角的かつ包括的に向上させる取り組みになることが今後期待される。
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